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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１．本論文の特徴と貢献
　本論文の特徴と貢献として次の点を挙げることができる。
　第１に、財政学・公共経済学の枠組みで地方準公共財としての芸術・文化を総合的に研究していることで
ある。第Ⅰ章では、広範囲な文献研究に基づき、芸術・文化政策がもたらす多様な便益を地方準公共財の観
点から明確化と体系化を行うとともに、それぞれの便益に適した計測方法を明らかにしている。第Ⅱ章では、
芸術・文化施設の具体的ケースとして、神戸市立博物館を取り上げ、来館者の支払い意思（WTP）という
形で直接便益を導出している。第Ⅲ章では、神戸市立博物館（都市型・大規模）と西宮市大谷記念美術館（郊
外型・中規模）を取り上げ、芸術・文化施設が、その非利用者にも生活の快適性や利便性の向上といった間
接便益を与え、その間接便益が地価上昇に反映すると考えて、博物館の建設前後の地価の違いから居住環境
の向上を計測している。第Ⅳ章では、芸術・文化政策が企業の労働生産性を高める可能性があると考え、企
業活動環境を改善するかを検証している。第Ⅴ章では、各経済主体は相互依存の関係にあると考え、芸術・
文化政策が家計と企業の双方に与える影響を通じて、住民の厚生水準がどのように変化するか計測している。
　第２に、芸術・文化政策の便益の定量化に際して相応しい評価方法を吟味して採用し、丁寧に分析して
いることである。第Ⅱ章では直接便益の計測にあたって、来館者アンケート調査による仮想評価法（CVM）
を用いている。第Ⅲ章では間接便益による地価上昇をとらえるためにヘドニック地価関数を用いている。第
Ⅳ章では芸術・文化政策が労働生産性に与える影響をとらえるためにヘドニック賃金関数を用いている。第
Ⅴ章では、家計部門・企業部門の相互依存関係を考慮するために応用一般均衡モデルを用いて政策変更のシ
ミュレーションを行っている。
　第３に、論文構成全体の体系性に優れ、見通しがよいことである。第Ⅰ章では、芸術・文化政策の便益の
体系化と評価方法の整理を行い、第Ⅱ章以下への道筋を付けている。第Ⅱ章から第Ⅴ章までは芸術・文化政
策の便益評価の定量化を行っているが、うち第Ⅱ章では直接便益の計測を取扱い、第Ⅲ章以下では間接便益
の計測を取り扱っている。間接便益の計測に関しては、第Ⅲ章では家計の生活環境を、第Ⅳ章では企業活動
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環境を取扱い、第Ⅴ章では家計・企業の相互依存関係を考慮した厚生水準を取り扱っている。そして、これ
らの分析結果を受けて終章では、総合的に芸術・文化政策のあり方を考える指針を提示している。
　第４に、実証研究から得られる芸術・文化政策へのインプリケーションが興味深いことである。例えば、
第Ⅲ章の分析では、博物館の建設に伴う間接便益による行政区域を越えた地価上昇を確認し、芸術・文化施
設の財源として固定資産税を用いることは理に適うこと、そして間接便益が拡散する周辺自治体を含めて財
源調達のあり方を見直す必要があることを示している。また、第Ⅳ章での芸術・文化施設が企業活動環境を
改善するという結果からは、地方企業課税による財源調達についても根拠付けていると考えられる。第Ⅴ章
の厚生分析では、住民の厚生水準の引き上げには、ソフト面での充実や芸術・文化への機会の増加が必要で
あり、スピル・オーバーを考慮すると広域的な芸術・文化政策の検討が可能となることを示している。
　第５に、本論文で取り上げた考え方や評価手法は、実証研究の蓄積がほとんどない他の地方準公共財にも
応用の可能性が高いことである。地方自治体は、コンベンション・センターや図書館、スポーツ施設、公園
等の建設・維持を通じても地方準公共財の供給を行っているが、これらについての公的関与のあり方の判断
材料として、本論文で示された便益の考え方や評価手法は大きな参考になろう。
２．審査委員会の結論
　本論文は、芸術・文化政策のあり方を検証するために、芸術・文化政策を利用者への直接便益と間接便益（外
部性）を併せ持つ地方準公共財としてとらえ、財政学・公共経済学の枠組みで総合的な分析を行った高水準
の研究業績である。芸術・文化政策による便益の体系化を行った上で、便益の定量化を行い、その結果をも
とに様々な意義深い政策提言を行っている。芸術・文化政策のこうしたアプローチによる分析は海外でもほ
とんど例が無く先駆的で意義あるものと評価できる。また、分析対象に応じて、アンケート調査による仮想
評価法から多変量解析、応用一般均衡モデルに及ぶ多様な評価手法を駆使していることは、著者の高い力量
を示している。
　もちろん、本論文にも課題が存在する。先に述べたように本論文の優れた特徴の一つは論文構成全体の体
系性にあるといえるが、一方で、各章の内容においてはデータ制約やモデルの簡単化のため分析対象の絞り
込みを行っている。今後は分析対象を拡張し、より一般性を高めていくことが求められよう。例えば、第Ⅱ
章・第Ⅲ章では神戸市立博物館や西宮市大谷記念美術館を取り上げているが、得られた分析結果には、それ
ぞれの対象の個別事情に依存するところもあると考えられる。今後は他の芸術・文化施設にも分析を拡張し
ていくべきであろう。また、第Ⅴ章の応用一般均衡モデルにおいては、論文中で著者自身が言及しているよ
うに政府部門を組み込む必要があるといえる。政府部門による財源調達の方法によって各経済主体への影響、
ひいては経済全体への影響は異なるからである。また、芸術・文化政策と経済との関係について、より踏み
込んだ議論も期待される。例えば、第Ⅳ章における芸術・文化政策の労働生産性向上を通じる企業活動環境
への効果という着眼点は非常に興味深いが、芸術・文化政策の労働生産性への波及経路については明示的に
扱ってはおらず、これらを考慮した分析も必要となるであろう。
　しかし、これらの点の改善の要請は今後の課題あるいは審査委員会の著者への期待の表明といえ、本論文
の価値を損なうものではないと考える。
　また、本論文では、第Ⅱ章から第Ⅳ章までが、査読付き論文をベースとしており（第Ⅴ章の元論文につい
ても投稿中）、外部からの高い評価も得ている。
　本論文は博士学位申請論文として高く評価できるものであり、当審査委員会は全員一致で、博士学位申請
論文提出者である林勇貴氏が、博士（経済学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと判定する。
